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以 上 

 

本メルマガは山下税理士に日常業務の中から「間違いやすい・見落としがちな」税務のチェックポイントをＱ&Ａ形式で

ご寄稿頂いたものになります。ぜひご参考になさってください。 

 

『質問』 

過年度に有税償却した貸付金の税務上の貸倒損失の処理方法 

≪内容≫ 

関与先のＡ社の平成28年3月期においては、取引先のＢ社の業績が悪化し、債務超過額も大幅に増大

していたので、Ｂ社に対する貸付金5,000万円を貸倒損失として処理しました。 

しかし、この時点では、税務上も貸倒損失として認められるかどうかは若干の疑義があったため、こ

の貸倒損失は、平成28年3月期の法人税の確定申告では、いわゆる有税償却として申告書別表四で所得

金額に加算しました。 

ところが、Ｂ社の業績はますます悪化し、その全額を回収することが見込めず、税務上も貸倒損失と

して計上できるものと考えられることから、平成30年3月期において、税務上、この貸付金5,000万円

は全額貸倒損失として損金算入する予定にしています。ただし、債権の切捨てや債務免除はしていませ

ん。 

 この場合、貸倒損失としての損金算入は、申告書別表四の「減算」欄で所得金額から減算する、申

告調整だけでよいのでしょうか。 

『答』 

  貸倒損失としての損金算入は、申告書別表四の「減算」欄で所得金額から減算する申告調整だけでな

く、回収不能が明らかになった平成 30 年 3 月期において貸倒損失を損金経理するため、いわば簿外とな

っている貸付金をいったん帳簿上に受入れ、改めて貸倒損失を計上することになります。 

 

（解説） 

1 法人税において、法人の有する金銭債権につき貸倒損失が計上できるのは、次の２つの場合があり

ます。 

①債務者に対する法的整理または私的整理にもとづき債権が切捨てられ、あるいは書面により債務免除

をした場合（法基通9－6－1）。 

この場合には、債権が法律的に消滅してしまいますから、貸倒損失として処理することが認められま

す。申告調整により損金算入することもできます。 
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②債務者の資産状況、支払能力等からみて債権の全額が回収できないことが明らかになった場合（法基

通9－6－2）。 

この場合には、債権は法律的には依然として存在していますが、その全額の回収が不能で経済的に無

価値になりましたから、貸倒損失に計上することが認められます。 

 

２ ご質問のケースにおいては、上記の②に該当すると考えられますが、債権の消滅が客観的・絶対的

な事実として明らかになっていませんので、回収不能であるという認識は、その債権を有する法人の内

部意思に止まっています。その意味では内部取引ですから、法人の意思決定を客観的事実として確認す

るため、貸倒損失の損金算入は損金経理をすることが要件となっています。そして、その損金経理は、

回収不能が明らかになった事業年度において行うことになります。 

つまり、税務上、回収不能が明らかになった平成30年3月期において貸倒損失を損金経理するため、

いわば簿外となっている貸付金をいったん帳簿上に受入れ、改めて貸倒損失を計上することになります。

この簿外となっている貸付金は、「過年度損益修正益」として受け入れ、単に企業会計上と税務上の貸

付金を合わせるためだけのものですので、課税対象になる益金ではなく、申告書別表四で所得金額から

減算します。 

  税務上、貸倒損失を損金算入するための経理処理としては、このような処理を行うことになります。 
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著作権者の承諾なしにコンテンツを複製、他の電子メディアや印刷物などに再利用(転用)することは、著
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